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一 は じ め に
二 『法とグローバリゼーション入門』の概要
三 結 語
Globalisation is mainly an intellectual construct, emphasising the impact of the
ideas about globalization. ……Globalisation is of natural interest for comparative
lawyers（Mathias Siems, Comparative Law（2nd ed., 2018）229-230）.
従来の史家はややもすれば，ヨーロッパと西アジア，西アジアと東アジアを
相互にまったく孤立したもののように理解しすぎたきらいがある。もしそうで
ないとすれば，逆にある一地域を世界文明の根源地と仮定し，他のすべての地
方の文明はそれが伝播した支流に過ぎないとして，つねに本流から劣るものと
見なそうとする傾向があった。しかし事実は地上人類の知能はほぼ平均してお
り，先進国つねに先進国たらず，後進国つねに後進国たらず，先進国の優位は
交通によってたちまち後進国の奪い去るところとなって，そこに世界史の発展
を見ることができるのである（宮崎市定『アジア史概説』1973 年，全集第 18 巻
15-16 頁）。
一 は じ め に
この小論は，筆者が先に発表した『比較法学者たちのἠ宴⑷』および『比較
法学入門』の第三部「グローバル比較法」1)を補うものとして，フィンランド
⚑） 貝瀬幸雄『比較法学入門』（日本評論社，2019 年）115 頁。
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の比較法学者ヤーッコ・フサ（Jaakko Husa ）の新著『法とグローバリゼーシ
ョン入門』（Advanced Introduction to Law and Globalisation ）（2018 年刊）2)
以下，本書という を紹介する。著者のフサは，1966 年生まれで，フィン
ランド・ラップランド大学比較法・憲法教授を経て，2018 年にヘルシンキ大
学の「法とグローバリゼーション」教授に就任した。比較法を中心とする多数
の論説のほか，英文の主著として，『憲法に関する北欧的考察 比較北欧的
パースペクティヴ』（2002 年），『フィンランド憲法 コンテクスト的分析』
（2011 年），『比較法新入門』（2015 年）がある。大部のリーディングズである
『比較法方法論』（2017 年）の共編者でもある3)。
ここで取り上げる『法とグローバリゼーション入門』は，第一部「基礎」
（第一章「法とグローバリゼーションを定義する」，第二章「歴史の中のグローバリ
ゼーション」），第二部「法的グローバリゼーション」（第三章「比較法とグロー
バル法」，第四章「グローバル化するリーガリティ［legalities］」），第三部「理論と
方法論」（第五章「グローバルに理論化する」，第六章「方法論的観点」），第四部
「教育と言語」（第七章「法曹教育」，第八章「法言語と法的グローバリゼーショ
ン」，第九章「結論」）の全四部から構成される。中心を占めるのは第二部第四
章である。
二 『法とグローバリゼーション入門』の概要
⑴ 「法とグローバリゼーションを定義する」（第一部「基礎」第一章）
本書は，広義の比較法ないし比較法学を基礎とする「グローバルな法多元主
義（global legal pluralism）」を出発点とし，法とグローバリゼーションを広く
包括的に論ずることを目的とする。グローバル法を定義することは本書の目的
ではない。1990 年代の情報革命はわれわれの世界観に重大な変化をもたらし，
その結果としてグローバリゼーションが大いに語られるようになっているが，
⚒） Jaakko Husa, Advanced Introduction to Law and Globalisation（Edward Elgar Pub., 2018）．
以下，ʠHusaʡと略記する。本書の書評として，Vito Breda,（2019）82(4) MLR 755.
⚓） そ れ ぞ れ，Husa, Nordic Reflections on Constitutional Law: A Comparative Nordic
Perspective（Peter Lang Pub., 2002）; id., The Constitution of Finland: A Contextual Analysis
（Hart Pub., 2011）; id., A New Introduction to Comparative Law（Hart Pub., 2015）; M. Adams/J.
Husa/M. Oderkerk（eds.）, Comparative Law Methodology, 2vols.（Edward Elgar Pub., 2017）.
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グローバリゼーションが法にどれほど影響を及ぼし，その影響が利益をもたら
してきたかどうかについて，意見の一致はみられていない。グローバリゼーシ
ョンは，その性質上多次元的（multidimensional）であって，定義することは極
めて困難であるけれども，境界を越えて広がってゆくリーガリティ（legali-
ties）が，法的グローバリゼーションの核心なのである。
フサはこのように論じて，「法的グローバリゼーションとは，さまざまに組
織された大規模な諸規範（normativities）が，国民国家，超国家的組織，非国
家的組織の伝統的境界を越えて，徐々に相互に結び付き，相互に依存してゆく
ようになるプロセスである」と，緩やかな定義を提示するにとどめている。こ
こにいう「諸規範」とは，国家の法秩序から現地（自生）の口誦的伝統，ある
いは国際的人権のカタログから国際取引上の自発的に精緻化された慣習規則に
いたる，リーガリティの多様な形態をいう。法的グローバリゼーションは，統
一性を増加させる要素を含む一方で，ローカルかつ地域的な偏差（deviation）
を生むこともある（グローバルはコスモポリタンと同義ではない）。ローカルとグ
ローバルとの関係は，単なる衝突（collision or conflict）にとどまらず，より複
雑である4)。
グローバリゼーションは，国内法・国際法に関する西欧の伝統的前提に挑戦
し，国際刑事裁判所のようなグローバルな新たな法制度を生み出し，グローバ
リゼーションの多様な担い手（actors of globarisation） NGO，グローバル
なロー・ファーム，金融市場，多国籍企業など が新種の諸規範の創造に関
与する。持続的でトランスナショナルなプロセスは，リーガル・プロフェッシ
ョンにも深い影響を及ぼす（世界的な規模のオフィスを営む巨大ロー・ファーム
の出現）。グローバリゼーションにより，オーヴァーラップする法源を国民国
家の制約を受けずに理解し，法の多元性に対処する必要が高まったため，法学
者もグローバル法のような新たな法分野を論ずるようになった。法的グローバ
リゼーションは，国家を超えた多様な形態のトランスナショナルな秩序から構
成されており，「法とグローバリゼーション」とは，トランスナショナル法と
グローバル法の領域での理論的テーマと議論を伴う，非国家的法（non-
national law）のマクロ・レヴェルの動向を表す一般的用語である（一つの法分
野を示すものではない）。
⚔） Husa, Id., 3-6.
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「法とグローバリゼーション」に関する多様な次元をすべてカヴァーするこ
ころみはこれまでなされていないため，本書はグローバルな法多元主義の理念
にもとづき，学際的な方法で，法的グローバリゼーションの重要な諸次元につ
き包括的かつ批判的な見解を提供しようとする。法多元主義とは，一つの地理
的エリアにおいて同時に複数の法システム（あるいは規範的秩序）が存在する
状態をいう5)。
⑵ 「歴史の中のグローバリゼーション」（第一部「基礎」第二章）
本章は，法的グローバリゼーションの中心的な実例を，古代からヨーロッパ
化に至る歴史的コンテクストの中で論じ，法的グローバリゼーションの起源と
原因については多様な見解があるが，その起源はわれわれが考えるよりも古い
（これはグローバリゼーション一般にあてはまる），と指摘する。グローバリゼー
ションは過去についての認識方法を大きく変革し，各国を孤立させて考察した
り，世界史は西欧からのみ出現すると考えたりすることが困難となった。
法的グローバリゼーションを現実的かつ包括的に把握するには，規範的では
なく社会法学的理解が必要であり，歴史的視点は，グローバルな法多元主義に
おいて重要な・法の非規範的理解（ａ non-normative way of understanding law）
をもたらすがゆえに，法的グローバリゼーションのより広汎な議論には基本的
なものである。法のトランスナショナル化とグローバル・ヒストリーの登場が
法史学に影響を与え，その結果として 一定の場所や時代に付属せずに，特
に法的グローバリゼーションの歴史を論ずる法史学である グローバル法史
が形成されていった。グローバル法史が法史学のサブ分野たる地位を占めるよ
うになるとして，それが現在のグローバリゼーションとどのように結びつくの
か。重要で大規模な並行性（parallel）を見出すために，さらに歴史を振りかえ
ることにする6)。
フサは過去のグローバリゼーションの例として「ローマ法とグローバリゼー
ション」，「植民地主義と法的グローバリゼーション」を解説する。まず前者に
ついては，グローバリゼーションを 相互関連性・相互依存・越境性以外に
グローバリゼーションの権力ないし覇権という次元を強調すれば，それは
⚕） Id., 6-9.
⚖） Id., 12-16.
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特定の法伝統の覇権・支配として理解でき，ローマ帝国の場合も，法を通じた
世界形成・ローマ法のグローバリゼーションである，とする。このローマ法の
グローバル化力（globalising force）は，その実体的内容とローマ法がローマ帝
国の至高の文明性の表現と見られていたこと（ローマ法の法文化的要素）によ
る。ローマは軍事力で征服したコミュニティにローマ法を現実には強制せず，
ローマ法のグローバリゼーションは，文化的プレスティージにもとづくモデス
トな形の法文化的拡張であり，指導的法文化の拡張という点で西欧法伝統の近
代的グローバリゼーションと類似している。古代とともに中世後期にも異なっ
た回路でローマ法のグローバリゼーションが見られ，500 年代におけるユステ
ィニアヌス法典（市民法大全）の編纂，ボローニャを中心とするイタリアの諸
大学における新たな法学の誕生，大学での市民法大全による法曹養成の結果と
して，ローマ法とカノン法にもとづく普通法（Gemeines Recht, ius commune）
が西欧全土で形成され，西欧キリスト教諸国では事実上グローバル法と考えら
れるようになった7)。
ローマのグローバリゼーションの他に，現在の法的グローバリゼーションに
結び付く重要な時代として，フサは西欧法の拡張をもたらした植民地主義の時
代を挙げる。植民地主義はヨーロッパの帝国主義的勢力から生じたもので，法
的支配はその多様な支配の一形態にすぎない。今日のグローバリゼーション
も，経済的・政治的・軍事的・文化的局面を有しており，法はグローバリゼー
ションのこれらの他の局面のコロラリーにすぎないことが多い点で，現代も植
民地主義の時代に類似しているのである。過去の植民地主義的な法的グローバ
リゼーションは，法の均質化（homogenisation）と，経済力によって人を結び
つけて富と権力の不平等をもたらすという点で，現代のグローバリゼーション
と類似性を有しているため，両者の比較は，グローバル法およびコスモポリタ
ン法秩序という楽天的理念を批判する際に有益である（ただし，現代のグロー
バリゼーションの長期的結果を予見することは不可能である）。法的観点からすれ
ば，かつては土着の法伝統が非文明的で劣等なものとみなされて，西欧法・キ
リスト教的価値が植民地に移植されたのであるが，現代の法移植も，全人類世
界で支持できる普遍的価値が存在するというイデオロギーに立脚している。し
かし現代においては，文明化の使命によって西欧法の移植を正当化することは
⚗） Id., 16-19.
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できない（それにかわり，法の支配，経済的効率，デモクラシーが説かれる）。現
代のグローバリゼーションには明示の政治的コントロールが及ばないという重
要な違いがあり，相互依存とコミュニケーション・テクノロジー（インターネ
ット）による社会的空間の圧縮が，はるかに大きなその特色となる8)。
フサは，続く「グローバリゼーションと雑種的法システム」と題した節にお
いて，過去の法的グローバリゼーションは現在の法システム・法文化に影響を
及ぼしているので，植民地主義と帝国主義は時代遅れであるとする見解は誤り
であるとする。さらに，強力で影響力のある法文化（コモン・ローとシヴィル・
ロー）は，グローバリゼーションの影響を受けても，グローバル化した世界で
存続・繁栄できるが，これはすべての法文化にあてはまるわけではないとし，
「法的グローバリゼーションの好奇心をそそる（curious）局面」として，混合
法システム・雑種的システムを検討する。フサは，混合法文化的性質は法史学
により解明される（植民地主義的な法的グローバリゼーションの産物である）と指
摘するとともに，雑種システムの法文化的性質にとってグローバリゼーション
は大きな脅威であるという。すなわち，法的グローバリゼーションは帝国主義
的性質を有し，混合法システムの法文化やリーガル・プロフェッションに不利
な，帝国主義的法文化支配（imperialistic legal-cultural dominance）を及ぼす（例
として，フィリピンとアメリカ合衆国）。
フサによれば，法的グローバリゼーションを論ずるには，グローバル法史の
考察が重要である。植民地主義と関連する法的グローバリゼーションは，法が
いかにして権力の道具として利用されるのかを示し，外見上は無色な技術にす
ぎないリーガリティが，実は支配のネットワークの一部を構成しているという
ことを明らかにするから，法的グローバリゼーションをめぐる現在の議論にと
って，歴史の教訓は重要なのである9)。
⑶ 「比較法とグローバル法」（第二部「法的グローバリゼーション」第三章
［各章は第一部から通算される］）
法とグローバリゼーションに対する多元主義的アプローチを論ずる場合に
は，法への非国家的視座とグローバルな法多元主義を強調する現代比較法学を
⚘） Id., 19-23.
⚙） Id., 23-27.
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無視できない。本章では，グローバリゼーションにおける比較法の役割と地
位，比較法とグローバル法との関係を検討する。現代比較法学は，次第に法シ
ステムよりも法文化概念を活用するようになっており，法文化は，法を社会
的・歴史的コンテクストの中に置くことを要請する。法がトランスナショナル
化し，主権国家のウェストファリア的秩序（Westphalian order）が崩壊してゆ
く場合には，法的グローバリゼーションという現象は比較法の基本的な要素と
なり，法的ルールや法制度を超えた，基本的価値，共有されている信念，共通
の思考方法，法曹・立法者・市民の利益が重要となるのである10)。
法的グローバリゼーションの議論では，グローバル法の観念を無視できな
い。規範的なグローバル法は，法的グローバリゼーションとは，本質的に非国
家的なガヴァナンス・システムの法，国家主権の範囲を超えて発展する諸規範
（normativities）であると規定する（こうしたグローバル法は，例えば，国際仲裁
人のようなプロフェッションの実務から生ずる）。グローバル法は，トランスナシ
ョナル法と密接に関係している（トランスナショナル法の特別な一部である）。ト
ランスナショナル法は，①あらゆる種類のトランスナショナルな現象を規律す
る法，②トランスナショナルな法律問題をめぐって，国内法と国家間法（in-
terstate law）の相互作用のプロセスの中で形成されてきた法分野，③国家の法
システムや国際法から自立した（autonomous）トランスナショナルな社会法的
多元主義（transnational socio-legal pluralism），などと定義される。グローバル
法は国際法・外国法・トランスナショナル法・比較法を含むアマルガム的概念
であり，隣接的諸概念と密接に関連している。なお，特に国際組織が重要な役
割を果たす分野をグローバル・ガヴァナンスと呼ぶが，グローバル法もグロー
バル・ガヴァナンスも法的グローバリゼーションの一部で，比較法との関係で
は実質的に同一であるから，本書では法的グローバリゼーションの規範的形態
に論及する場合には一貫して「グローバル法」を用いる11)。
学問的なサブ分野（academic sub-discipline ）として，比較法は（ヨーロッパ
大陸における広汎な法典化が進んだ）19 世紀および 20 世紀に，国際私法の副産
物として，国家主権理論の影響下に生成発展したが，現代の比較法は，国際私
法・厳格な機能主義的アプローチ・国家中心の思考でおおわれていない，より
10） Id., 31-33.
11） Id., 31-37.
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多元的で方法論的に柔軟な分野へと発展している（法多元主義と結びついたため
である）。比較法の方法と理論は，伝統的に国民国家に束縛されており，その
点がグローバル法との重要な違いであるものの，一見するほど本質的な相違で
はない。
規範的グローバル法は，表面的なレヴェルでの比較法研究に関連し，法の支
配・人権・国際取引法などが関心の対象であるが，理論的・認識論的グローバ
ル法は深いレヴェルの比較法研究に関連する。比較法研究は，①自国法の発
展・批判のために，立法のモデルを探求する実践的・非体系的比較，②複数の
法システムの社会法的問題のもっとも経済的に効率の良い解決を求める，法の
ハーモナイゼーションのための統合的比較，③主に規範的な知的関心から，特
定の法分野で相違点と類似点をより体系的な方法で探求する比較，④規範的な
知的関心に拘泥せず，相違点と類似点の生ずる理由を社会法学・法史学・法人
類学に接近して探求する比較，⑤比較法の理論と方法論を発展させるための比
較の五段階に分かれ，いずれもグローバル法と関係がある。すなわち，①と②
は，いずれも収束のために利用でき，より一貫性・統一性をもたらす手段とし
てグローバル法を発展させ，このような手段的比較法はグローバル・ガヴァナ
ンスに奉仕する。③の比較は，収束促進的グローバル法・差異促進的グローバ
ル法のいずれにおいても活用できるが，グローバリゼーションの効果と法文化
の消滅とを批判するために利用できる点で重要である。④の比較は，もはや規
範的な知的関心や特定の国家的・国際的フレームワークに固執しない。この場
合に，研究者は同時に比較法学者・トランスナショナリスト・グローバリスト
なのである。⑤の比較は④と区別することが難しいが，ここでは理論的グロー
バル法論と比較法論とが出会い，オーヴァーラップし，融合するのであり，実
定法やトランスナショナルな法対象の比較というよりも，法理論（legal
theory）に接近する。比較法的アプローチとトランスナショナルないしグロー
バル的アプローチとは，国家に拘束されたアプローチに比べ，普遍主義的であ
るという点で本質的に共通している12)。
グローバル法も比較法も国家を超えたものであるけれども，人類の共通の利
益を保護することへの関心がより強い点でグローバル法の方が普遍主義的であ
る。グローバル法の背後にある普遍主義は近代比較法の認識論的普遍主義
12） Id., 37-40.
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国境を越えて法についての一般的・非国家的知識を獲得しなければならないと
いう認識上の衝動・エートス よりも先へ進んでいる。グローバルな市場に
おける比較法の機能は，グローバル・ダイナミックスとローカル・コンテクス
トとが衝突するのみではなく，どのように収束して新たなグローカルされた成
果（glocalised outcomes）を生むかを，よりよく理解させることにある。厳格な
収束的普遍主義（convergence-universalism）は，普遍主義的ハーモナイゼーシ
ョンをめざすもので，トランスナショナル法の最終目標は，国境を越えた世界
法に移行することにある。このタイプの収束的普遍主義はコスモポリタン法の
理念を具現化している（法的コスモポリタニズムの好例が人権である）。その本質
において，収束促進的アプローチも差異促進的アプローチも，いずれも自国中
心主義を排除していることが重要であり，国家法の法的・認識論的支配に断固
として反抗し法実証主義を批判する点で，いずれも普遍主義的なのである。比
較法とグローバル法は相互に矛盾するものではなく，相互に支え合っている。
グローバルな法多元主義的世界で法とその他のタイプのリーガリティを比較す
るには，比較法の国家中心的・西洋法中心的伝統を改めなければならず，そう
すれば比較法は法的グローバリゼーションの世界で機能できる13)。
⑷ 「グローバル化するリーガリティ」（第二部「法的グローバリゼーション」
第四章）
法的グローバリゼーションは，既述のように，実定的意味での法に限られ
ず，法文化やトランスナショナル化しつつある諸規範（normativities）にもか
かわるが，ここでは，法的グローバリゼーションへの基本的なアプローチを採
用し，グローバルな規模での複雑なリーガリティ 旧来の境界を越え，国家
主権および法の唯一の源泉である国家という古典的理解に挑戦する，法および
その他のタイプのリーガリティ の規範的次元に焦点を絞って，検討する。
したがって本章では，①法の支配，②グローバルな立憲主義（constitutional-
ism），③商人法（lex mercatoria）を主に論じ，④司法のグローバリゼーション
の問題を追加する14)。
⒜ まず第一に，法の支配は，結果的に経済的・社会的改善をもたらす決定
13） Id., 40-47.
14） Id., 48-49.
立教法学 第 102 号（2020)
78
的ファクター・万能薬で，発展途上国を対象とする改革プログラムのコアであ
って，グローバル法において重要な役割を果たすとされ，西欧の支配的見解に
よれば，法の支配と，規律の行き届いた効率的なグローバル・エコノミー，デ
モクラシーとは結びつくと考えられてきた（法によるグローバル・ガヴァナンス
の発展）。しかしながら，法の支配が経済発展を生み出す能力を有するかどう
かは自明ではなく，法の支配の移植という理念はさまざな困難に直面するので
あって，「法と発展（開発）」 これは経済的・社会的発展というコンテクス
トにおける法の学際的研究である という視点から法の支配をグローバルに
論ずることにする15)。
「法と開発」運動は，現在のグローバル法ないしグローバル・ガヴァナンス
の議論よりも先行しており，1950 年代および 1960 年代の先駆的な運動は，
1980 年代および 1990 年代には「良いガヴァナンス（good governance）」プロ
グラムへと転換した。これを三つの時期に分けると，まず 1960 年代および
1970 年代の第一期は，近代化イデオロギーに基づいており，そこでの中心的
問題は，ローカルな制度・文化・社会の産物であると解されていた「後進性
（underdevelopment）」であったため，さまざまな法移植（西欧の法制度の発展途
上国への輸出）が行われた。しかしながら，西欧のリベラルな法制度・リーガ
リズムは発展途上国の実態とは無関係で，この移植は（インフォーマルでロー
カルな法伝統の密な網の目を構成する）ローカルな慣習法その他の法制度に対し
無神経であったから，1974 年までにはこの第一期の運動が失敗したことが明
らかになった16)。
「法と開発」運動の第二期においては，1980 年代初頭に，国家から市場志向
的ポリシーへと焦点が移行し，法的グローバリゼーションの重要な担い手
（actors）である国際通貨基金（IMF）と世界銀行の大きな影響を受けた 自
由貿易，民営化，パブリック・ポリシーへの最小限の関与を伴う小さな政府を
内容とする 「ワシントン・コンセンサス（Washington Consensus）」が成立
して，大規模な法移植による法改革（システム全体の改革から運営可能な特定の
法制度の構造的改革へと重点が移行した）が行われることとなった（「ビッグ・バ
ン」アプローチ）。これはネオ・リベラル・グローバリゼーションと呼ぶことが
15） Id., 49-51.
16） Id., 51-52.
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でき，財産権の法的保障・競争市場・その他の西欧的法理念の拡大をもたらし
た。この第二期には，進歩はガヴァナンスの問題であるとされ，法の支配，財
産権，後には人権のような法的要件を充足した場合にのみ，経済的発展が可能
となるとされた。法的グローバリゼーションが経済的グローバリゼーションと
結びついたのである17)。
「法と開発」運動の第三期は 1990 年代に始まり，世界銀行のような担い手の
支援によって，発展途上かつ移行中のポスト社会主義諸国における法改革プロ
グラムが大きく発達するという，新たな積極的局面が展開した。発展途上的・
移行的経済においては，「法の支配」に基づく統治が必要であるというコンセ
ンサスが存在していたのである。しかしながら，法の支配は多義的であり，普
遍的価値を有するものではなく，実現は容易ではない（多元的な比較法研究か
らの教訓）。以上のようなプロジェクトは失敗に終わったが，西欧の専門家が，
ローカル・ナレッジの役割と，ローカルな条件に適応させる必要性とを認識で
きなかったことが，その決定的要因であった。フサはこのように論じ，西欧の
法的普遍主義（legal universalism）を実現することの難しさを示す具体例とし
て中国を挙げている18)。
すなわち，法の支配，基本的人権，自由市場，経済発展，デモクラシーはグ
ローバル法のタペストリーの一部を構成するが，中国共産党に見られるよう
に，権威主義的レジームも，自国なりの法の支配に基づき，「権力の国内での
再配分による自己改革」のために法を利用する。法の支配を社会主義的市場経
済の一部として機能させるのである。西欧の法文化と政治的リベラリズムのイ
デオロギーの枠内でも，「法の支配」の概念は一義的ではない（例えば，コモ
ン・ローの rule of law とドイツの Rechtsstaat とは明らかに異なる）が，それでも
西欧諸国の定義は相当類似している。中国における法の支配の定義は，西欧の
法の支配の目標と対立するものであって，財産権と契約の履行が脆弱で，裁判
所が実際には独立して法を適用せず，とりわけ西欧スタイルの権力分立（立憲
主義）が欠けているという点で決定的に異なる。「人による支配（統治者の道徳
的性格に依存した支配）」という儒教的ユートピア的理念とは，法－文化的コン
テクストが異なるので，いずれの法の支配が「正しい」かは断言できない。ル
17） Id., 52-54.
18） Id., 54-55.
立教法学 第 102 号（2020)
80
スコラ（Rusukola ）は，普遍的規範的観点よりもグローバルな法多元主義を認
めることを提言している。中国においては法は国家権力の監視者というよりも
支配・統治の道具であるとされている。しかしながら，中国版「法の支配」が
すべてではなく，中国も重要なグローバルな担い手（global actor）であって，
法的グローバリゼーションの次元では商事仲裁に積極的なのである19)。
グローバルな法多元主義から出発するのが実り豊かな結果をもたらすのであ
って，その場合に，社会における法の役割を過大評価してはならない。法の支
配について語ることは，社会的危機と正当性の問題（legitimacy problems）を
単なる法的問題として覆い隠すリスクがある。例えばミャンマーは，グローバ
ルな法の支配のプロジェクトにおいて中心的役割を果たすはずであったが，西
欧のオプティミスティックな期待とは異なる結果となった。ローカルなコンテ
クストが極めて重要であるため（ミャンマーでは，植民地の実務からガヴァナン
スの道具としての法という理念が発生し，1980 年代には法システムに対する行政の
圧倒的優位へと向かった），法の支配をグローバル化することは容易ではないの
である。つまり，法制度の移植と輸出にあたっては，多様な社会的・経済的・
文化的・政治的ファクターが輸出国と受入国で非常に異なるから，法的グロー
バリゼーションのテクニックが単純に機能するわけではなく，移植されたもの
はその元来の法文化とは異なった働きをする，ということを理解する必要があ
る。
法の支配という観点からすれば，憲法事項に関するヨーロッパ評議会
（Council of Europe）の諮問委員会である「法によるデモクラシーのためのヨー
ロッパ委員会（European Commission for Democracy through Law）」（いわゆるヴ
ェニス委員会）が極めて興味深い。法の支配に関するその委員会報告書（2011
年）は法の支配を八つの要素から定義しているが（法へのアクセス可能性，法的
権利の問題が裁量ではなく法によって決せられること，法の前の平等，人権の保護，
裁判のフェアネスなど），グローバルな法の支配はリベラリズムの西欧的イデオ
ロギーから出発しているから，報告書には真にグローバルに定義することが困
難な要素も含まれている。例えば，西欧の自由主義モデルに従わない政治シス
テムにおける人権とは何を意味するか，宗教規範に基づくコミュニティでフェ
アネスとは何を意味するかといったことであり，法と社会に関する理解が異な
19） Id., 55-59.
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ることから，法の支配のグローバルな観念に到達するのは容易ではないのであ
る20)。
⒝ 第二に，法の支配・基本権・権力分立・民主主義的統治はすべて立憲主
義の傘のもとに位置づけられるが，国民国家と伝統的な国際法の理解とを越え
てその境界を拡大してきたという点で，これは新しいタイプの立憲主義（グロ
ーバルな立憲主義）なのである。立憲主義がグローバルなファクターとして抬
頭してきたのは，グローバルな法多元主義が現実である世界において，国際法
における分裂的傾向に対抗するためである。すなわち，国際法の断片的状態か
らの救済を求める場合に，国際的法曹はまず憲法に注目する。とりわけヨーロ
ッパにおいては法多元主義が立憲主義の論議を深め，グローバルな立憲主義は
グローバル法の包括的概念および法的グローバリゼーションと密接に関連して
いる。立憲主義とは，憲法的諸原則に従ったガヴァナンスであり，成文憲法な
いし形式的憲法のみでは十分でないが，国家政府はその権力を制限されなけれ
ばならない。立憲主義は，成文憲法とともに非常に多様な憲法実務（very
different constitutional practice）を含む。グローバリゼーションを背景に立憲主
義の概念は変動しつつあり，現代立憲主義の発展は，①英米の動向に沿った憲
法のグローバル化（第二次大戦後の統治権の制限，法の支配への忠誠，基本権の保
護などの新規定）という段階と，② 20 世紀後半と 21 世紀初頭の，立憲主義の
中核的要素が伝統的国民国家を越えて新しいトランスナショナルでグローバル
な舞台にᷓれ出る 立憲主義と法的グローバリゼーションとが密接に結合す
る 段階とに区分することができる21)。
フサは，「グローバルな立憲主義」の表題の下で，①「立憲主義におけるグ
ローバルなもの（The global）」，②「立憲的（憲法的）普及主義？」，③「人権」
の順で以下のように分析する。
① グローバルな立憲主義は，より広汎なグローバル法の特殊な一要素であ
るが，その内容は一枚岩的ではなく，多様な立場が主張されてきた。立憲主義
は国民国家を超えてトランスナショナルな範囲，プライヴェイト・セクターへ
と移動しなければならないとする立場（例えば，多国籍企業も人権を尊重しなけ
ればならない），グローバリゼーションは国家と内国憲法とを緊張関係に置き，
20） Id., 59-63.
21） Id., 63-65.
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国家はかつては政府が保持していた一定の機能を非国家的担い手（actors）に
移していったとする立場，国際法に立脚し，立憲主義の原理と価値に従って発
展した新国際秩序を評価し，その特殊な部分が 散在する国際的法文から形
成される 国際憲法であるとする立場など，グローバルな立憲主義をめぐる
議論は「憲法的不協和音」と評された。はたして，国民国家の法規範のヒエラ
ルヒーと統一性を伴わないグローバルな立憲主義が成功するのか，立憲主義は
断片化した国際法を正して統一性を回復できないのではないか。グローバルな
立憲主義は国家的理念に基づいており，各国の憲法は，憲法秩序を創造する共
通の政治的共同体を前提とするが，憲法化された国際法の場合にはそのような
共同体は存在していない。グローバルな立憲主義は非国家志向的憲法が学界で
有力化していることのあらわれであり，他のグローバル化されたリーガリティ
と同様に，そこには西欧タイプのリベラルな憲法が普遍的に適用されるべきで
あるとする規範的普遍主義が内在する。しかし憲法上の差異（多様なローカル
な適応）も大きく，立憲主義といっても，明確な制度的プロジェクトと結びつ
いてはいない政治的・道徳的考え方（mindset）にとどまる22)。
② 続いてフサは，「立憲的（憲法的）普及主義」として次のように述べる。
グローバルな立憲主義に未来はないとまでいう必要はないが，グローバルな世
界の発展が統一的な憲法空間を意味するものではないとする見解にも長所があ
る。法の支配などの憲法上の原理原則は，重要ではあるが真にグローバルなも
のとはいえず，それをグローバルなものと考えるのは帝国主義的法思考・植民
地的思考である。また，明らかに規範的な法的普遍主義を放棄ないし修正する
場合のみ，規範的グローバル法だけではなくグローバルな法多元主義をも考慮
した，センスィティヴな社会法学的アプローチが可能となる。憲法理念は規範
的なルールや理論に限られず，多様な法文化的コンテクストを有するコンフリ
クトをも対象とするから，立憲主義には多様な形態があり，グローバルな立憲
主義は西欧憲法秩序とは異なった憲法モデルの影響を受けうる，ということを
認識しておくのが有益である。以上のように，グローバルな法の支配とグロー
バルな立憲主義には問題があるが，人権の助けを借りてかかる問題を解決でき
るかどうかを次に検討する23)。
22） Id., 65-69.
23） Id., 69-71.
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③ 人権は伝統的国際法上の道具概念であったが，相互に依存する国家のネ
ットワークに基づくグローバリゼーションが，独立主権国家の理念に立脚した
伝統的国際法の基盤を弱体化させ，人権と 特に 1980 年代からの その
拡大が国際法を一変させた。同時に人権それ自体がグローバルな法的原動力
（global legal dynamic）の重要な部分となり，さらにグローバリゼーションと権
利に関係した法的コスモポリタニズムを推し進めた。人権は本質的にグローバ
ルなもので，グローバリゼーションの過程でのその現実の役割を知るには，グ
ローバリゼーションに対する人権法の反応を見ればよい24)。
⒞ 第三に，商取引の場合には，法的グローバリゼーションは違った形態を
とり，法のグローバルな集合体（global bodies of law）を創造することがより容
易となる。「商人法（lex mercatoria）」は，元来はヨーロッパ全土で中世の商人
が用いた取引原則の集成（商慣習と実務慣行の緩やかな規範の体系）であったが，
現代においては法的グローバリゼーションの一局面・グローバル法の一形態・
トランスナショナルな商事法と考えられる。商人法に対してはさまざまな学問
的批判があるものの，法的グローバリゼーションの主要な三つの基準すなわち
非国家性，明確なヒエラルヒーの欠如，越境性をみたしている。この緩やかな
商事規範の集塊（conglomeration of commercial normativities）は，契約の自由と
財産の譲渡性を強調し，取引実務に基づいていることから法的技術を避け，大
学や教会に由来する普通法・学識法とは異なって，公式の法源とは別に，国際
取引のための自律的でトランスナショナルな実体的・手続的ルールを生み出し
た。商人法はトランスナショナル法よりも明らかに狭い観念で，不文のトラン
スナショナル商事法の一部を示すものとして用いられたが，英米商事法の重要
性が増大し，国際取引において英米法モデルも立派に機能することが明らかに
なる。第二次大戦後に，多国籍企業が，主権国家のオフィシャル以外の・グロ
ーバルな取引に関与する者が承認する定型的標準約款を用いるようになり，非
国家的基盤に基づく国際取引法が発達して，グローバル法の一種である「新し
い商人法（ａ new lex mercatoria）」について語ることが可能となった。今日で
は，多国籍企業，私的仲裁機関，国際的ロー・ファームなどのプライヴェート
な担い手による広汎で十分に発達した非国家的システムが存在する。「新しい
商人法」はグローバルなリーガリティの一部で，西欧の法文化が大きな役割を
24） Id., 71-73.
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果たしている。グローバルな「商人法」は非国家的たらんとし，（仲裁ないし代
替的紛争解決に比べ）遅延する・公開の・費用がかかる複雑な国家法システム
を回避する。「新しい商人法」は，法的グローバリゼーションの一部で，ヴァ
リエーションと適応を認める柔軟性を有するから，グローバルな法的多元主義
にも貢献する25)。
⒟ 第四に，実体的法的グローバリゼーションのみでは不十分であり，異な
る法域の裁判官同士の相互作用が増加することによる司法の国際化も重要であ
る。司法の国際化とは，裁判官が自らの仕事を国境を超えた共通の司法的努力
ととらえ，その結果として高次の裁判所という一種の社会心理学的なグローバ
ルな共同体が実体化することをいう。裁判実務における外国法源の利用が増加
するにつれて，こうした精神的な法的グローバリゼーションが形成されてゆ
く。司法の国際化は，西欧支配の法的グローバリゼーションの一部であるが，
真にグローバルなものにするためには，グローバルな法多元主義と西欧の法文
化の外での経験を尊重すべきである26)。
⒠ 第五に，「グローバリゼーションか，それとも複数のグローバリゼーシ
ョンか」と題して，フサはこう分析する。グローバリゼーションに関する膨大
な文献の中では，グローバリゼーションが単一の概念でとらえうる比較的一貫
した現象・単一のプロセスのように用いられることがあるが，これは誤った見
解である。なぜなら，グローバリゼーションとは西欧のテクノロジー，人権，
立憲主義，オープン・マーケットの拡大に限られず，イスラム化のような対立
傾向もあるし，ローカルな担い手の力も無視できないからである。法的グロー
バリゼーションには多様な見解があり，西欧起源の一般原則と法原則は必ずし
もグローバルなものではない。法的グローバリゼーションにもかかわらず，多
様なローカルな適応（local applications）と法多元主義が優勢となり，新たな形
態の法的混成種（legal hybridity）が現れ, 土着の人々（indigenous peoples）とそ
の法伝統が認知されている。フサは，西欧法以外のグローバル化されたリーガ
リティの例としてヒンドゥー法を挙げ，グローバル法のように構成・再構成の
進行するプロセスを示している（古代サンスクリット語のヒンドゥー法のテクス
トは，内的多元性に対してオープンであり，法は単に主権国家の創造物ではないこ
25） Id., 77-86.
26） Id., 86-89.
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とを想起させる），と指摘する。グローバルな法多元主義によれば，グローバル
な目標に達するために法と法的手段を放棄する必要はない（深い懐疑主義やペ
シミズムは不要である）27)。
⒡ 最後に，フサの要約によれば，国民国家は多くのグローバルな挑戦を受
けている。グローバルなプロセスを止めることは困難であり，理想化された主
権国家観は，グローバル化された現実というテストを通過することはできな
い。法の支配，立憲主義，商人法といったリーガリティの意味について専門家
の間でも見解が一致しないのであって，これは 統一的な法的コスモポリタ
ニズムよりも グローバルな法多元主義と多様性に有利に傾く。実体的グロ
ーバル法は，非国家的リーガリティをトランスナショナル化する・西欧起源の
規範的要素（the Western-originated normative element of transnationalising non-
state legalities）に着目する特定の方法から構成されているが，こうしたグロー
バル化されたリーガリティを認識する方法が，いかなる理論的・方法論的基盤
に基づいているのかを明らかにし，西欧法文化に埋め込まれた理論や方法論を
批判的に論じるべきである28)。
⑸ 第三部「理論と方法論」第五章「グローバルに理論化すること」の概要
西欧の法のグランド・セオリーの主流は，普遍的に通用する法の理論を説
く。いかなる理論家も自己が属する法文化からの無意識的な影響を免れるのは
難しいので（文化的に条件づけられた法とリーガリティの観念を前提としてしま
う），一般法理論は果たしてグローバル性を主張できるのか，グローバル化し
た世界で法を理論化できるのか。法理論の主流は統一性を追求し，法レジーム
を包括的で統合された規範構造として描くから，グローバルな法多元主義と文
化間の相違とに対して鈍感である。西欧法理論の主流は，自然法理論，法実証
主義，リアリスティックないし社会的法学（realistic/sociological jurisprudence）
の三つに分かれる。前二者は自己の規範観念を他の法文化域にまで拡大する帝
国主義的性格を有し，グローバルな法多元主義に対応するのが困難であるのに
対して，リアリズムは多様性とローカルなヴァリエーションにもっと開かれて
おり，グローバルな法多元主義を受け入れる枠組を提供できるのである。
27） Id., 89-94.
28） Id., 94-96.
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グローバルな法多元主義を理解するための理論的枠組を構築するには，厳格
な属地主義と拡張的な普及主義との中間に位置するコスモポリタン的・多元的
な法観念が必要である（今日ではトランスナショナル法理論の必要性が認められて
いる）。多元主義的アプローチを受容するには，概念上の類似性に依存しては
ならず，法は常に「コンテクストの中の法（law-in-context）」であることを認
めなければならない（グローバルなジュリダイヴァーシティ［Juridiversity］）の
理念）。パトリック・グレンの法伝統論はグローバルな法多元主義と矛盾しな
いし，メンスキーやトゥワイニングは文化的コンテクストの中に法を置くこと
の重要性を強調する（「グローバルな法理論」。Brian Tamanaha もグローバルな観
点に親和的なアプローチを支持する）。グローバルな法多元主義は，世界の法の
純粋な記述的理論ではなく，ローカルで地域的なリーガリティの価値を擁護
し，法の変容するコンテクストの重要性，非国家的リーガリティへの法的寛容
さを説き，極端な相対主義や法的シニシズムに屈することなく法文化的帝国主
義を放棄するのである（グレンのいう「法における多様性の維持［sustainable di-
versity］」）。
法をグローバルに理論化しようとするこれらのこころみは，法伝統・トラン
スナショナル法・グローバル法についてのアカデミックな議論であり，必ずし
も法理論として承認されたものではない（そもそも「法とグローバリゼーショ
ン」自体が一つの法分野ではなく，学派というになじまない）。明確な回答はない
ものの，法に対するオープンでコンテクストを意識したアプローチが必要であ
る29)。
⑹ 「方法論上の諸見解」（第三部「理論と方法論」第六章）
ここまでは，法多元主義という現象を方法論以外の視点から論じてきた。本
章では，法の重要部分がグローバル化した世界で法を研究するための，新たな
方法論的出発点を検討する。法的グローバリゼーションは，国家主権や国家法
システムといった根本的法理念や法学方法論に対する挑戦である。
西欧の法学方法論の中核をなしているのは，法中心主義（legal centralism）
で，これは 17・18 世紀の英・米・仏の三大政治革命の近代法イデオロギー
（the legal ideology of modernity）とともに登場し，①法は国家に専属する，②単
29） Id., 100-118.
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一の法システムは単一の地理的エリアに対応する，③法は常に立法者のような
オフィシャルな機関の産物である，という内容である。こうした法中心主義が
変化した好例がヨーロッパであって，国家法・EU法・国際人権法・多様で変
化しつつあるローカルな慣習的伝統が，法規範としての力を有しつつ並存する
とともに，ヨーロッパ化が進行しているため，通用力ある法秩序が同時に存在
し，オーヴァーラップする法秩序を理解するには，多元主義によらざるを得な
い（「商人法」の場合も同様である）。国民国家とその実定法システムが崩壊して
いるのであるから，ヨーロッパの法律家は，単に法多元主義が自己の法理論的
枠組みとフィットしないというだけの理由で，これを無視することはできな
い。グローバルな法多元主義は法的グローバリゼーションの不可欠の一部であ
って，Tamanaha が言うように「あらゆる場所に存在する」のである（超国家
的な中央アメリカ司法裁判所を擁する南米も同様である）。
法多元主義には，西欧中世や 15 世紀以降のヨーロッパの植民地に見られる
古い法多元主義と，会社法・契約法・公法・保護法（protective law）のグロー
バリゼーションのような大規模な法的変化すなわち現代的法多元主義がある。
後者は現代西欧法文化における法中心主義の崩壊を招いた（特に EU は多くの
競合するオフィシャルな法を有しており，法的に多極的［polycentric］である）。法
的境界が崩壊したことで国民国家の主権は無視され，国家の法システムをより
広いエリアに融合させた。
法が変容すれば，法学方法論も従わざるを得ない。グローバルに通用する方
法は存在しないのであるから（複数のリーガリティには，複数の方法・アプロー
チを選択するにあたっての柔軟性が必要である），法的グローバリゼーションは方
法論的多元主義（methodological pluralism） 西欧法の論理的・体系的分析
とその普遍化を改めることでもある を要求する。すなわち多極的
（polycentric）なグローバリゼーション（法を文化的コンテクストの中に置くこと
を重視する多元的でオープンな法理論）は，法中心主義という認識論に基づくア
プローチ・技術・方法論にも挑戦している。このアプローチは，必ずしも相対
主義やポスト・モダニズムに至るのではなく，法は同一の地理的エリア内でも
文化特有の多様な現れ方をするととらえ，法理論は「あなたの主題はどのよう
な方法を必要とするか」と問うべきであるとする。方法論的多元主義には法学
教育の果たす役割が実際上重要である。
自国の法システムに基づく純理論的アプローチ以外に ただし，方法論上
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の変革を過大視すべきではなく，伝統的アプローチも存続する 比較法的・
経済的・人類学的アプローチ，さらには経験的・コンピュータ的方法論が必要
となる。「要するに，方法論的多元主義は法人類学者，法制史家，法社会学者
のみに関するものではない。法中心主義の中で鍛えられた理論的方法は時代遅
れで，現代のグローバルな法多元主義にほとんど対応していない。極めて重要
であるが，法律家は，法的多極主義（polycentrism）が存在すること，多元主
義は土着の人々のアフリカ法や慣習法にのみ関係するものではなく，むしろ統
合されたヨーロッパやその他の西欧法域に実在することを，認識すべきであ
る」30)。
⑺ 「法律家の教育」（第四部「教育と言語」第七章）
法とグローバリゼーションは法学教育にも影響する。グローバルな法律家が
必要とされるようになったのは比較的最近のことである。法学教育の中核は自
国の言語を用いた自国法の教育にあり，国家主権の理念に立脚しているが，法
的グローバリゼーションの到来によって，非国家的な法的要素をどのようにし
て法学教育で考慮するかが主要な争点となった。
法学教育においてはカリキュラムが決定的役割を果たすけれども，単に法学
部生に法の知識とスキルを提供するだけではなく，「法学士を目指して学んで
いる間に身に着ける不文・非公式・自然の教訓，複雑な価値，パースペクティ
ヴ」を内容とする「隠れたカリキュラム（hidden curriculum）」が存在するので
ある。法学のカリキュラムは，法学部生を，重要な法概念・法制度と，リーガ
ル・リーズニングのプロフェッショナルとしてのやり方とに親しませることを
基本的目標とする。「隠れたカリキュラム」は依然として自国のシステム・概
念・制度に立脚しており，「法律家のように考える」ことは極めてドメスティ
ックなものと考えられている。
しかしながら，グローバリゼーションとトランスナショナル法の拡大によっ
て，法ないし法学のグローバリゼーション（グローバル法，トランスナショナル
法，トランスナショナル・ガヴァナンスなどの講座の新設）だけではなく，リーガ
ル・マインドのグローバリゼーション（globalisation of the legal mind）も必要と
なった（後者の方が key challenge である）。可能な対策として，法学のカリキュ
30） Id., 119-133.
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ラムにおいて非国家的・渉外的でグローバルな要素を拡大し，比較法の内容を
広く理解することが考えられる。類似の問題に対する多くのアプローチを学ぶ
ことで，ありうるアプローチの幅について学習者の精神を広げ，暗黙の自国中
心的態度を和らげ，非国家的 トランスナショナルでグローバルな リー
ガル・マインドとグローバルな法観念とを育む。
法学のカリキュラムの問題は，一年次のコースと専門化された選択制カリキ
ュラムの上級コースとの間にギャップがあることで，法的グローバリゼーショ
ンに関連する情報を 上級コースのエリートに限定せずに より多くの学
生にいかにして伝達するかが，カリキュラム上の課題となる。法的グローバリ
ゼーションを考慮に入れ，多元性を意識したグローバル法プログラムを採用し
ているロー・スクールが既に存在する。最初にこうしたプログラムを採用した
のはニュー・ヨーク大学で（1994 年），フサは特にルクセンブルク大学とキン
グス・カレッジ・ロンドンに言及している。例えばルクセンブルク大学の法学
士号プログラムでは，自国法と世界の主要法システムを学び，多言語主義を特
色とし，学生は最初から外国語の法的素材に没頭する。キングス・カレッジの
修士号プログラムは，トランスナショナルな視点から多様なコースを提供し，
法理論とトランスナショナルな法文化の中での訓練とを結合して複雑な法律問
題を分析することを学生に要求し，法理論と法のグローバルな社会・経済学に
かなりの重点を置いている。
フサは，結論として次のように言う。グローバルな法多元主義を法学のカリ
キュラムに導入する必要があり，現代比較法学はそのための教訓となるアプロ
ーチを提供する。法学教育の新しいアプローチは，国家法および（国家主権の
意思から生ずる）伝統的形態の国際法とは異なる，オーヴァーラップした断片
的で競合的なリーガリティに容易に対応できる学生を養成する。新しい法学の
学位プログラム（law degree programs）は，法的グローバリゼーションの課題
にこたえ，非国家的なグローバルなコンテクストの中で活動できるように準備
されていなければならない31)。
⑻ 「法言語と法的グローバリゼーション」（第四部「教育と言語」第八章）
本章では，法的グローバリゼーションのコンテクストで法と言語に関連する
31） Id., 137-146.
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問題を扱い，さらに狭義の法と言語の問題を超えて，グローバルな法言語の可
能性を検討する。グローバル化ないしトランスナショナル化された法秩序を相
互に関連づけようとする場合には，法と言語の問題 時間と空間の中で，つ
まりコンテクストの中で最もよく理解できる文化的現象である は避けて通
れない。法文化と法言語は相互に関連している。しかしながら，グローバル法
やグローバル・ガヴァナンスを語る者が，法と言語に十分な注意を払っている
とは思えない。
フサはまず法言語一般を論ずる。法言語はサブ言語（sub-language）すなわ
ち法・法的素材のテクスト集合体において用いられる特殊な言語で，ルールや
原理を含むこうした文書の作成者は語彙と慣用的言語を共有している。西欧の
法言語は概念的抽象的であって，法概念は法的思考や各法言語の論理操作を反
映しており，例えば複雑なリーガル・イングリッシュは日常英語と多くの点で
異なっているので，その翻訳にはコモン・ローとその歴史の理解を必要とす
る。したがって，素材には原語で接する必要があって，そのためには，原語で
表わされたソースを自力で利用できるだけの法言語 ネイティヴに匹敵する
ほどの知識は要求されない を修得すべきである。特殊な目的のための言語
としての法言語を理解するには，テクストの理解だけではなく，制度，システ
ム，規範，手続，さらには法文化，法史の知識が求められる（比較法によって
知識を獲得するには，外国法言語の法文化的コンテクストも知らなければならな
い）。法と同様，法言語も多様なコンテクストと結びついた生き物であるから，
グローバルな法多元主義とともにグローバルな言語多元主義（global linguistic
pluralism）を採用することになる。
次いで，フサは，グローバルな法言語を検討し，歴史的観点からすればグロ
ーバル法言語は非現実的・不自然なものではないとして，中世普通法で用いら
れた国際共通語（lingua franca）としてのラテン語に言及する。グローバル化
ないしトランスナショナル化された法秩序において法言語の問題を克服するた
めのアプローチとして，フサは，①共通法典の起草プロセスに参画すること
（例えば，英語でコミュニケーションをとるとともに英語で作成されたヨーロッパ民
法典），②モデル法（各国の法文化にパワーを認めて覇権的問題に応えようとする
点で，①のアプローチとは異なる），③公式言語の数を制限すること（国連），④
関係するすべての言語の権威を承認すること（例えば，EU）を挙げ，コスモポ
リタン言語の候補としては英語が最適のように思われるとする。グローバルな
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法言語の理念は，法普遍主義，コスモポリタン願望，法の非属地主義化と結び
ついており，実務上は英語が世界を通じたコミュニケーションを促進する手段
として普及していること，法の非国家的構造の重要性が増していることを意味
する。
英語は植民地化の過程を通じて法言語としての地位を拡大していったが，グ
ローバルなリーガル・イングリッシュないしグローバリッシュ（Globalish）
は，ネイティヴのイギリス人が読み書きする英語とは異なり，非国家的法的コ
ミュニケーションのための特殊言語で，コモン・ローの言語・概念には拘束さ
れない。グローバル化された世界における国際共通語（lingua franca）として
の英語という理念は，中国の法言語のような競争相手が存在するために，現実
化にはかなり遠いようであるが，グローバリッシュに対する批判があるからと
いって（言語の選択は無色ではなく，英語をグローバルに用いることは，アングロ
サクソン諸国の法文化的・政治的支配を意味する），グローバルな共同体について
のあらゆる理想を排除することにはならない32)。
⑼ 「結論」（第四部「教育と言語」第九章）
フサは，例えばグローバルな経済問題などの極めて重要な局面は本書では取
り扱われていないとしつつ，①グローバリゼーションのプロセスおよび文化間
のコミュニケーションの増加によって，非伝統的形態のリーガリティが拡大
し，「法」の観念全般が甚だしい変化を遂げている，②西欧の法的グローバリ
ゼーションの本質は，他の法文化に対する普遍化と西欧の法モデルを世界に継
受・移植することであって，そのコロラリーとして英語がグローバルな法言語
として拡大したが，こうしたヴィジョンはグローバルな法多元主義を考慮して
いない，③法的グローバリゼーションは多様な学問的観点 社会法学研究，
グローバル法史，グローバル的志向の法理学，比較法学など から，これま
で以上にローカル・コンテクストに注目して，（リーガル・プロフェッションの
グローバリゼーションも含めて）分析・批判されなければならない，④本書では
グローバルな法多元主義の重要性を強調した（国連や IMF のようなグローバル
な多国間的組織も，多様でグローバルな実体をよりよく反映するように再構築され
なければならない），⑤法的コスモポリタニズムは高貴な理想であるが，人類の
32） Id., 147-160.
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能力を超えた高すぎる秩序で，グローバリズムに対処するにはリアリズムが必
要である，⑥グローバル法ないしグローバル・ガヴァナンスのプロジェクトを
放棄する必要はなく，シニシズムや行き過ぎた相対主義に陥らずにグローバル
な多元主義を取り入れるべきである，とまとめている33)。
三 結 語
本書は，「グローバルな法多元主義」を基本理念として，グローバリゼーシ
ョンが法に及ぼす影響を包括的に論じており，『進んだ入門書』という表題が
示すように，かなり高度で抽象的な内容となっている。
フサは，法的グローバリゼーションを論ずるには，グローバル法史の考察が
不可欠であるし，比較法とグローバル法は相互に支え合っている（ただし，比
較法の国家中心的・西洋法中心的伝統は改められる必要がある）としたうえで，
「グローバル化するリーガリティ」の具体例として，グローバル法における
（法と開発という視点からとらえた）「法の支配」，新しいタイプの「グローバル
な立憲主義」，国際取引のための自律的でトランスナショナルな「新しい商人
法」を取り上げる。フサは，国民国家に対するグローバルな挑戦であるこれら
の現象を把握するには，グローバルな法多元主義と多様性を肯定すべきである
とするのである。
フサの説くところによれば，グローバル化されたリーガリティ（法的存在）
を認識し，グローバル化された世界で法を理論化するためには，リアリズム法
学ないし社会学的法学に立脚し，コスモポリタン的・多元的法観念を採用し，
法を文化的コンテクストの中に置いて，グローバルな法多元主義を構想するこ
と（法に対するオープンで，コンテクストを意識したアプローチ）が必要である。
現代の多極的な法的グローバリゼーションは，方法論的多元主義を必要とし，
法中心主義のもとでの理論的アプローチは既に時代遅れとなった。法的グロー
バリゼーションの要請に応え，現代比較法学の助けを借りて，非国家的なグロ
ーバルなコンテクストの中で活躍できる法律家を養成する グローバルな法
多元主義を導入した カリキュラム（リーガル・マインドのグローバリゼーシ
ョン）が必要となる。グローバルな法多元主義とともに，グローバルな言語多
33） Id., 161-165.
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元主義が採用されるが，グローバル化された法秩序における法言語の問題を克
服するには，グローバル法言語・コスモポリタン言語として英語を用いるのが
最適である。
これらの他にもさまざまな魅力的な指摘・提言がみられるが，グローバリゼ
ーションに対するアプローチとしてグローバルな法多元主義を前提とする点
で，メンスキーの大作と共通しており，「グローバル比較法学」の構築に貢献
するところ大であるといえよう。なお，フサが指摘する「グローバル法史」の
必要性については全く同感で，ようやく『比較法史』の優れた論集が刊行さ
れ，『オックスフォード・ヨーロッパ法史ハンドブック』にドゥーヴェが論稿
「グローバル法史」を寄せているにとどまる現状では，まだまだ開拓の余地が
多いといわざるを得ない。
また，フサは，「グローバル法」は国際法・外国法・トランスナショナル
法・比較法を含むアマルガム的概念で，隣接概念と密接に関連し，相互に支え
合っていると論じていることからも分かるように，比較法については，方法論
的多元主義を採用しつつ，穏健な機能主義を基調としているのである。
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